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　福岡県告示第789号

　県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和24年法律第195号）第113

条の２第３項の規定により次のように公告する。

　　平成23年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

県営土地改良事業の名称 工事を完了した時期

農業用用排水施設整備事業（遊農津野地区） 平成17年12月16日

農道整備事業（遊農津野地区） 平成18年９月29日

区画整理事業（遊農津野地区下井換地区） 平成20年３月25日

区画整理事業（遊農津野地区迫田換地区） 平成20年３月25日

区画整理事業（遊農津野地区大峰換地区） 平成20年３月25日

区画整理事業（遊農津野地区埋金換地区） 平成20年３月25日

区画整理事業（遊農津野地区神田換地区） 平成20年３月25日

区画整理事業（遊農津野地区後・東扇鶴換地区） 平成20年３月21日

区画整理事業（遊農津野地区山口換地区） 平成20年３月21日

区画整理事業（遊農津野地区松平換地区） 平成20年３月21日

　福岡県告示第790号

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成23年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　
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2 １　開発区域に含まれる地域の名称

　　八女市大字立野字曲尺343番１、343番３から343番５まで、344番１、345番、345番

２、347番１、350番３から350番５まで、354番、354番２、354番３、355番１、356番

１、356番４、356番５、358番、358番２、360番１、360番４、360番５、362番１、

362番４、362番５、363番１、363番４、363番５、364番１、364番５及び364番６

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　八女市高塚540番地２

　　公立八女総合病院企業団

　　企業長　吉田　博

　福岡県告示第７９１号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

　　平成23年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　北九州市小倉南区大字道原字落合４７２の５、４７３の５

２　保安林として指定された目的

　　水源のかん養

３　解除の理由

　　道路用地とするため

　福岡県告示第７９２号

　保安林の指定の解除をする予定であるので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条

の２の規定により次のように告示する。

　　平成２３年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　北九州市小倉南区大字道原字落合４７２の５、４７３の５

２　保安林として指定された目的

　　公衆の保健

３　解除の理由

　　道路用地とするため

　福岡県告示第７９３号

　土地改良区から、次のように換地処分をした旨の届出があったので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第５４条第４項の規定により公告する。

　　平成２３年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　洋　　

土地改良区名 換 地 処 分 を し た 地 域 換地処分年月日

田中土地改良区
田川市大字伊加利及び大任町大字今任原
（田中地区）

平成２３年４月５日

　福岡県告示第７９４号

　解散した清算法人黒土西部土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第６８条第４項において準用する同法第１８条第１７項の規定

により次のように公告する。

　　平成２３年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

氏　　　　　名 住　　　　　　　　　所

緒　方　　　進 豊前市大字河原田２７０番地

有　野　康　典 　〃　大字永久２６７番地

末　吉　　　警 　〃　大字薬師寺５４４番地

　　畑　登志己 　〃　大字鬼木３７４番地

杉　本　博　文 　〃　大字薬師寺２５５番地１
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吉　髙　一　信 豊前市大字挾間２９７番地

今　吉　義　明 　〃　大字才尾３９番地１

　福岡県告示第795号

　土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に基づき、土地改良事

業を行う者から土地改良事業の工事の完了に係る届出があったので、同条第２項の規定

により次のように公告する。

　　平成23年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

土地改良事業
の事業主体名

土地改良事業の名称 施行同意年月日 工事完了年月日

宗像市
農業用ため池整備事業
（馬場地区）

平成20年6月20日 平成23年3月31日

宗像市
農業用ため池整備事業
（長尾地区）

平成21年6月16日 平成23年3月31日

　福岡県告示第７９６号

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定に基づき、大規模

小売店舗の新設の届出があったので、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該届出及び添付書類は、この公告の日から４月間、福岡県商工部中小企業振

興課及び福岡中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成２３年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　届出年月日

　　平成２３年４月１３日

２　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ルミエール春日店

　⑵　所在地　福岡県春日市下白水北三丁目９１番１　外

３　大規模小売店舗を設置する者及び当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏

名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　⑴　大規模小売店舗を設置する者

氏名又は名称 住　　　　　所

三角商事株式会社 福岡県北九州市小倉北区魚町一丁目４番２１号

　⑵　当該大規模小売店舗において小売業を行う者

氏名又は名称 住　　　　　所

三角商事株式会社 福岡県北九州市小倉北区魚町一丁目４番２１号

４　大規模小売店舗を新設する日

　　平成２３年１２月１４日

５　大規模小売店舗内の店舗面積の合計

　　３,４１６平方メートル

６　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

　⑴　駐車場の位置及び収容台数

駐　車　場　の　位　置 収容台数（台）

建物西側 １０３

建物屋上 １４４

合計 ２４７

　⑵　駐輪場の位置及び収容台数

駐　輪　場　の　位　置 収容台数（台）

建物西側  ４０

建物西側  ７０

合計 １１０

　⑶　荷さばき施設の位置及び面積

荷さばき施設の位置 面積（平方メートル）

建物北側 １５０.０

建物北西側  ３１.５
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合計 １８１.５

　⑷　廃棄物等の保管施設の位置及び容量

廃棄物等の保管施設の位置 容量（立方メートル）

建物内北西側 ５２.２７

建物内北側 １３.０８

合計 ６５.３５

７　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

　⑴　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

小売業者の氏名 開店時刻 閉店時刻

三角商事株式会社 午前９時３０分 午後１０時

　⑵　駐車場において来客の自動車が駐車することができる時間帯

　　　午前９時から午後１０時３０分まで

　⑶　駐車場の自動車の出入口の数及び位置

　　　２ヶ所　建物敷地南側

　⑷　荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

　　　午前６時から午後８時まで

　福岡県告示第７９７号

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による届出につい

て、同法第８条第２項の規定に基づく意見の概要を、同条第３項の規定により次のとお

り公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成２３年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　（仮称）第２グリーンプラザ

　⑵　所在地　福岡県春日市下白水南一丁目２７番　外

２　意見の概要

　⑴　駐車需要の充足等交通に係る事項

　　　意見なし

　⑵　歩行者の通行の利便の確保等

　　　意見なし

　⑶　廃棄物減量化及びリサイクルについての配慮

　　　意見なし

　⑷　防災・防犯対策への協力

　　　意見なし

　⑸　騒音の発生に係る事項

　　　・換気ダクト等の金属音が発生しないようお願いします。

　　　・来店者の車の騒音を起こさないようお願いします。

　　　・公道に違法駐車や混雑する際の騒音に注意してください。

　⑹　廃棄物に係る事項等

　　　・換気用のダクトの向きを西側へお願いします。

　⑺　街並みづくり等への配慮等

　　　意見なし

　⑻　その他

　　　意見なし

　福岡県告示第７９8号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧に供

する。

　　平成23年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　
県土整備
事務所名

道路の
種　類

路線名
変　更
前後別

区　　　　間
幅　員

（メートル）
延　　長

（メートル）
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飯塚 県　道
飯　塚　 
大野城 

線

前

飯塚市内住2068番17先
から
飯塚市内住2037番７先
まで

9.0
〜

25.0
116.0

後

飯塚市内住2068番17先
から
飯塚市内住2037番７先
まで

14.0
〜

36.0
116.0

飯塚 県　道
飯　塚　 
大野城 

線

前

飯塚市内住2520番先か
ら
飯塚市内住2523番２先
まで

14.0
〜

25.0
103.0

後

飯塚市内住2520番先か
ら
飯塚市内住2523番２先
まで

14.0
〜

28.0
103.0

那珂 県　道
福　岡　 
筑紫野 

線

前

春日市原町３丁目３番
１先から
春日市原町１丁目83番
先まで

22.0
〜

45.0
480.0

後

春日市原町３丁目３番
１先から
春日市原町１丁目83番
先まで

22.0
〜

45.0
480.0

　福岡県告示第799号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成23年５月２日から開始する。

　その関係図面は、この告示から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧に供

する。

　　平成23年５月２日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

県土整備
事務所名

路線名 供　用　開　始　の　区　間

那珂
福　岡　 
筑紫野 

線
春日市原町３丁目３番１先から
春日市原町１丁目83番先まで
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公　　　告

　公告

　福岡県職員採用（Ⅰ類・Ⅱ類・Ⅲ類・経験者）試験を別表のとおり施行する。

　　平成２３年５月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県人事委員会委員長　　常　盤　洋　一　　
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平成23年度福岡県職員採用試験
回
数
種
類試験区分 受　験　資　格 試験日 試験種目 試験地 合格者発表 受付期間 試験の

特例等
申込用紙等
の配布場所

試験の
申込先 その他発表日 発表の方法

第　
　

154　
　

回

Ⅰ　
　
　
　

類

行　　政
学校事務
児童福祉
土　　木
建　　築
化　　学
農　　業
林　　業
畜　　産
水　　産
獣 医 師
薬 剤 師

年　

齢

獣 医 師
薬 剤 師

①昭和55年４月２日から昭和63年４月
１日までに生まれた者
②昭和63年４月２日以降に生まれた者
で大学を卒業した者又は平成24年３月
までに大学を卒業する見込みの者

第
１
次

６
月
26
日

行政は
　教養試験
　専門試験
　アピール
　論文試験
上記以外は
　教養試験
　専門試験

福岡市
東京都

第
１
次

７
月
中
旬

　福岡県庁
舎行政棟北
側告知板及
び福岡県人
事委員会事
務局に合格
者の受験番
号を掲示す
る。
　合格者に
は書面で通
知する。

①持参又は郵送の場
合は、平成23年５月
23日から平成23年６
月３日まで。
　なお、郵送による
申込みは平成23年６
月３日までの消印の
あるものに限る。
②インターネットの
場合は、平成23年５
月23日から平成23年
５月31日まで。

　Ⅰ類行
政、Ⅱ類
行政事務
及びⅢ類
一般事務
について
は、点字
による試
験（試験
地は福岡
市に限る
｡）及び
拡大文字
による試
験を実施
する。

①福岡県人事委
員会事務局
②福岡県庁１階
総合案内、県民
情報センター
③アクロス福岡
２階文化観光情
報ひろば
④福岡市役所１
階福岡市情報プ
ラザ
⑤東京、大阪の
各福岡県事務所
⑥県内の県の出
先機関
・県税事務所（
博多、北九州
東、北九州西
、田川、飯塚
・直方、久留
米）

・保健福祉環境
事務所（宗像
・遠賀、南筑
後）

・保健福祉事務
所（糸島）

・農林事務所（
福岡、朝倉､八
幡､筑後､行橋
）

・県土整備事務
所（福岡、南
筑後、直方、
京築、八女、
那珂）

⑦各大学、短大
等の就職担当窓
口
※①については
郵送による申込
用紙の請求もで
きる。
※⑦については
民間企業等職務
経験者採用試験
を除く。

　福岡
県人事
委員会
事務局

　この
試験の
問い合
わせは
、福岡
県人事
委員会
事務局
に行う
こと。
　試験
の詳細
につい
ては、
別に試
験案内
を交付
する。

上記以外

①昭和57年４月２日から平成２年４月
１日までに生まれた者
②平成２年４月２日以降に生まれた者
で大学を卒業した者又は平成24年３月
までに大学を卒業する見込みの者

第
２
次

７
月
下
旬
～
８
月
中
旬

　論文試験
　人物試験
　身体検査
　資格調査

福岡市
最　

終

８
月
下
旬

資
格
・
免
許

獣 医 師
薬 剤 師

　それぞれの免許を有する者又は平成
24年５月までに免許を取得する見込み
の者

児童福祉
　児童福祉司の任用資格を有する者又
は平成24年３月までに資格を取得する
見込みの者

Ⅱ
類農　　業 　昭和61年４月２日から平成４年４月１日までに生ま

れた者

第　
　

155　
　

回

民
間
企
業
等
職
務
経
験
者

行　　政

　昭和51年４月２日から昭和57年４月１日までに生ま
れた者で、平成23年６月末日現在民間企業等における
職務経験を５年以上有する者

第
１
次

９
月
４
日

　教養試験
　論文試験

福岡市
東京都

第
１
次

10
月
中
旬

①持参又は郵送の場
合は、平成23年７月
19日から平成23年7
月29日まで。
　なお、郵送による
申込みは平成23年７
月29日までの消印の
あるものに限る。
②インターネットの
場合は、平成23年７
月19日から平成23年
７月26日まで。

第
２
次

11
月
上
旬

　論文試験
　人物試験
　身体検査
　資格調査

福岡市
最　

終

11
月
下
旬

第　
　

156　
　

回

Ⅱ　
　
　
　

類

行政事務
学校事務
警察事務
栄 養 士

年
齢全 区 分

　昭和61年４月２日から平成４年４月
１日までに生まれた者 第

１
次

９
月
25
日

　教養試験
　専門試験 福岡市

第
１
次

10
月
上
旬

①持参又は郵送の場
合は、平成23年８月
15日から平成23年８
月26日まで。
　なお、郵送による
申込みは平成23年８
月26日までの消印の
あるものに限る。
②インターネットの
場合は、平成23年８
月15日から平成23年
８月23日まで。

第
２
次

11
月
中
旬

10
月
中
旬
～

　論文試験
　人物試験
　身体検査
　資格調査

福岡市
最　

終

11
月
下
旬

資
格
・
免
許

栄 養 士
　栄養士の免許を有する者又は平成24
年５月までに免許を取得する見込みの
者

Ⅲ　
　
　
　

類

一般事務
学校事務
警察事務
土　　木
林　　業

　昭和63年４月２日から平成６年４月１日までに生ま
れた者（ただし、大学における在学期間が２年を超え
る者を除く｡）

第
１
次

９
月
25
日

土木・林業は
　教養試験
　専門試験
上記以外は
　教養試験

福岡市
久留米市
飯塚市
北九州市

第
１
次

10
月
上
旬

第
２
次

11
月
中
旬

10
月
中
旬
～

　作文試験
　人物試験
　身体検査
　資格調査

福岡市
最　

終

11
月
下
旬

（注１）地方公務員法第１６条に該当する者及び日本国籍を有しない者は、上表の採用試験を受けることができない。ただし、Ⅱ類栄養士の試験区分については、日本国籍を有しない者であっても現に日本に永住している者は受験することができる。
（注２）上表中「大学」とは、学校教育法に規定する大学（短期大学を除く。）、防衛大学校、防衛医科大学校、水産大学校、海上保安大学校その他人事委員会が認めるものをいう。
（注３）民間企業等職務経験者採用試験の「民間企業等における職務経験」とは、会社員又は自営業者として６ヶ月以上継続して就業することその他人事委員会が認めるものをいう。なお、現に福岡県職員（臨時的任用職員を除く。）である者はこの試験を受

験することができない。
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　公告

　福岡県職員採用選考試験（前期）を別表のとおり実施する。

　　平成２３年５月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県人事委員会委員長　　常　盤　洋　一　　
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平成23年度福岡県職員採用選考試験（前期）

職種・区分 職務内容 採用時勤務
予 定 場 所 受　験　資　格 試験日 選考種目 試験地

合格者発表
受付期間 申込用紙等

の配布場所
試験の
申込先 その他

発表日 発表の方法

保健師 保健師業務 保健福祉環
境事務所等

　保健師免許を有す
る者又は平成24年5月
までに免許を取得す
る見込みの者

昭和57年４月２日以降
に生まれた者

　日本国籍を有
する者、又は日
本国籍を有しな
い者であっても
、現に日本に永
住している者

第
１
次

６
月
26
日

保健師及び
心理判定員は
　教養試験
　専門試験
上記以外は
　専門試験
　論文試験

福岡市
東京都

第
１
次

７
月
中
旬

　福岡県庁
舎行政棟北
側告知板及
び福岡県人
事委員会事
務局に合格
者の受験番
号を掲示す
る。
　合格者に
は書面で通
知する。

①持参又は郵送
の場合は、平成
23年５月23日か
ら平成23年６月
３日まで
　なお、郵送に
よる申込みは平
成23年６月３日
までの消印のあ
るものに限る。
②インターネッ
トの場合は、平
成23年５月23日
から平成23年５
月31日まで

①福岡県人事
委員会事務局
②福岡県庁１
階総合案内、
県民情報セン
ター
③アクロス福
岡２階文化観
光情報ひろば
④福岡市役所
１階福岡市情
報プラザ
⑤東京、大阪
の各福岡県事
務所
⑥県内の県の
出先機関
・県税事務所
（博多、北
九州東、北
九州西、田
川、飯塚・
直方、久留
米）

・保健福祉環
境事務所（
宗像・遠賀
、南筑後）

・保健福祉事
務所（糸島
）

・農林事務所
（福岡、朝
倉､八幡､筑
後､行橋）

・県土整備事
務所（福岡
、南筑後、
直方、京築
、八女、那
珂）

※①について
は郵送による
申込用紙の請
求もできる。

　福岡県
人事委員
会事務局

　この試
験の問い
合わせは
、福岡県
人事委員
会事務局
に行うこ
と。
　試験の
詳細につ
いては、
別に試験
案内を交
付する。

研
究
職
員

化学Ｃ
（食料
工学）

　食品の加工・製
造、並びに食味評
価に関する試験、
研究及び技術指導

工業技術セ
ンター
（生物食品
研究所）

食品製造、食
品加工、官能
評価に関する
学科

　大学院（修士課程
又は博士課程前期）
において、左に掲げ
る学科等を修めて修
了した者若しくは平
成24年３月までに修
了見込みの者又はこ
れと同等以上の能力
を有する者

①昭和51年４月２日か
ら昭和63年４月１日ま
でに生まれた者
②昭和63年４月２日以
降に生まれた者であっ
て、大学院（修士課程
又は博士課程前期）に
おいて、左に掲げる学
科等を修めて修了した
者又は平成24年３月ま
でに修了見込みの者

　日本国籍を有
する者、又は日
本国籍を有しな
い者であっても
、現に日本に永
住している者

衛生学
　地域がん登録に
関するデータの評
価・分析

保健環境研
究所等

保健疫学、公
衆衛生学、統
計学に関する
学科

化学Ｄ

　保健、環境に関
する調査、試験及
び研究

分析化学、環
境化学、環境
工学、資源工
学等に関する
学科

薬　学

　保健情報の解析
、特に「感染症情
報センター」に係
る業務

衛生化学、公
衆衛生学、分
子疫学、微生
物学に関する
学科

心理判定員

　心理判定、心理
療法及び相談・指
導等の業務

児童相談所
等

　大学において、心
理学を専修する学科
又はこれに相当する
課程を修めて卒業し
た者若しくは平成24
年３月までに卒業見
込みの者又はこれと
同等以上の能力を有
する者

①昭和57年４月２日か
ら平成２年４月１日ま
でに生まれた者
②平成２年４月２日以
降に生まれた者であっ
て、大学において左に
掲げる学科等を修めて
卒業した者又は平成24
年３月までに卒業見込
みの者

　日本国籍を有
する者

第
２
次

７
月
下
旬
～
８
月
中
旬

保健師及び
心理判定員は
　論文試験
　人物試験
　身体検査
　資格調査
職業指導員は
　実技試験
　人物試験
　身体検査
　資格調査
上記以外は
　人物試験
　身体検査
　資格調査

職業指導
員は
福岡県
上記以外
は福岡市

最　

終

８
月
下
旬

児童自立支
援専門員

　児童自立支援施
設における児童自
立支援専門員の業
務 福岡学園

　児童福祉施設最低
基準第82条に規定す
る児童自立支援専門
員の資格を有する者
又は平成24年３月ま
でに資格を取得する
見込みの者

　昭和51年４月２日以
降に生まれた者

　日本国籍を有
する者、又は日
本国籍を有しな
い者であっても
、現に日本に永
住している者

職
業
指
導
員

自動車
整備科

　自動車整備士の
養成施設としての
自動車の構造、整
備法、検査法及び
故障探求等に関す
る職業訓練指導

県立高等技
術専門校

　職業能力開発促進
法第28条による当該
科の職業訓練指導員
免許を有する者又は
同免許の取得資格を
有する者

　昭和51年４月２日以
降に生まれた者

　日本国籍を有
する者、又は日
本国籍を有しな
い者であっても
、現に日本に永
住している者

製版・
印刷科

　オフセット印刷
、製本、デザイン
及びＤＴＰに係る
コンピュータ知識
等に関する職業訓
練指導

電気工
事科

　電気工事士の養
成施設としての電
気理論、電気機器
、電気工事、自動
制御等に関する職
業訓練指導

（注１）この試験を受験できない者
　　　　・地方公務員法第16条に該当する者
　　　　・職業指導員については、職業訓練指導員免許の取消しを受け、その取消しの日から２年を経過しない者
（注２）上表中、「大学院」とは学校教育法に規定する大学院その他人事委員会が認めるものを、「大学」とは学校教育法に規定する大学（短期大学を除く。）その他人事委員会が認めるものをいう。
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　福岡県公安委員会告示第１０８号

　警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第２３条に規定する検定を次のとおり実施するので

、警備員等の検定等に関する規則（平成１７年国家公安委員会規則第２０号。以下「検定規

則」という。）第７条の規定により公示する。

　　平成２３年５月２日

� 福岡県公安委員会　　

１　検定の種別

　⑴　貴重品運搬警備業務２級

　⑵　施設警備業務２級

２　検定の実施日、時間及び場所

　⑴　貴重品運搬警備業務２級

実　　施　　日 実施時間 実　施　場　所

平成23年８月３日（水）
午前９時から
午後６時までの間

北九州市門司区小森江三丁目９番１号
福岡県警察警備員教育センター

　⑵　施設警備業務２級

実　　施　　日 実施時間 実　施　場　所

平成23年８月４日（木）
午前９時から
午後６時までの間

北九州市門司区小森江三丁目９番１号
福岡県警察警備員教育センター

３　受検定員

　　各検定15名

４　受検資格

　　福岡県内に住所を有する者又は福岡県内の営業所に属する警備員

５　検定の方法

　　検定は、学科試験及び実技試験により行う。

　　なお、学科試験（５枝択一式20問）の後、実技試験を行うが、学科試験において不

合格（90パーセント以上の成績に満たない場合）となった者については実技試験を行

わない。

６　学科試験及び実技試験

　⑴　貴重品運搬警備業務２級

　　ア　学科試験

　　　ア　警備業務に関する基本的な事項

　　　イ　法令に関すること。

　　　ウ　貴重品運搬警備業務を実施するために使用する車両（以下「貴重品運搬警備

業務用車両」という。）並びに車両による伴走及び周囲の見張りに関すること

。

　　　エ　運搬中の現金、貴金属、有価証券等の貴重品に係る盗難等の事故が発生した

場合における応急の措置に関すること。

　　イ　実技試験

　　　ア　貴重品運搬警備業務用車両並びに車両による伴走及び周囲の見張りに関する

こと。

　　　イ運搬中の現金、貴金属、有価証券等の貴重品に係る盗難等の事故が発生した場

合における応急の措置に関すること。

　⑵　施設警備業務２級

　　ア　学科試験

　　　ア　警備業務に関する基本的な事項

　　　イ　法令に関すること。

　　　ウ　警備業務対象施設における保安に関すること。

　　　エ　警備業務対象施設の破壊等の事故が発生した場合における応急の措置に関す

ること。

　　イ　実技試験

　　　ア　警備業務対象施設における保安に関すること。

　　　イ　警備業務対象施設の破壊等の事故が発生した場合における応急の措置に関す

ること。

７　検定申請手続等

　⑴　受付期間

　　　平成23年７月11日（月）から同年７月13日（水）までの午前９時00分から午後５

時00分までの間（正午から午後１時00分までの間を除く。）
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　⑵　必要書類

　　ア　住所地を管轄する警察署に申請する場合

　　　ア　検定申請書（検定規則別記様式第１号）

　　　イ　住所地を疎明する書面（住民票の写しのコピー、運転免許証のコピー等）

　　　ウ　写真２枚（申請前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦の

長さ３センチメートル、横の長さ2.4センチメートルの写真で、その裏面に氏名

及び撮影年月日を記入したもの）

　　イ　営業所を管轄する警察署に申請する場合

　　　ア　検定申請書（検定規則別記様式第１号）

　　　イ　営業所に属していることを疎明する書面（営業所所属証明書等）

　　　ウ　写真２枚（申請前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦の

長さ３センチメートル、横の長さ２.４センチメートルの写真で、その裏面に

氏名及び撮影年月日を記入したもの）

　⑵　検定手数料

　　ア　貴重品運搬警備業務２級　　16,000円

　　イ　施設警備業務２級　　　　　16,000円

　　　※　検定手数料については、福岡県領収証紙により納付すること。

　　　　　また、検定手数料は、申請受付後に申請を取り消した場合又は受検しなかっ

た場合についても返還しない。

　⑷　申請方法

　　ア　受検を希望する者は、まず、前記７⑴の受付期間内に、必ず福岡県警察警備員

教育センター設置の受付専用電話（093（381）2627）に電話して事前申込みを行

い、受付番号を取得すること。ただし、受付期間中であっても、定員に達したと

きは受付を行わないこととする。

　　　※　受付専用電話以外での事前受付は、一切行わない。

　　イ　受付番号を取得した者は、事前申込みを行った日を含めた２日以内の午前９時

００分から午後５時００分までの間（正午から午後１時００分までの間を除く。）に、

住所地又は受検希望者が警備員である場合には、その者が属する営業所の所在地

を管轄する警察署に受付番号を申告するとともに、前記７⑵に掲げる必要書類に

検定手数料を添えて受検申請し、受検票の交付を受けること。

　　ウ　受検の申請は、原則として受検者本人が行うこと。ただし、やむを得ない事情

等により代理人が申請を行う場合は、受検者本人の委任状（本人が署名したもの

に限る。）を持参すること。

８　成績証明書の交付

　　学科試験及び実技試験ともに合格（９０パーセント以上の成績を合格とする。）した

者に対し、即日、成績証明書を交付する。

９　その他

　⑴　検定当日は、受検票、筆記用具及び動きやすい服装を必ず持参すること。

　⑵　検定に関する問い合わせは、福岡県の休日を定める条例（平成元年福岡県条例第

２３号）第１条第１項に規定する県の休日を除く毎日、午前９時００分から午後５時４５

分までの間（正午から午後１時００分までの間を除く。）、福岡県警察本部生活安全

総務課警備業係（電話０９２（６４１）４１４１内線３０３３、３０３４）又は福岡県警察警備員教育

センター（電話０９３（３８１）２６２７）に対して行うこと。

　⑶　検定申請書（検定規則別記様式第１号）については、各警察署の生活安全課又は

生活安全刑事課において受け取ることができる（同申請書には押印が必要）。

　⑷　本検定は、長崎県公安委員会と共同実施。

　福岡県公安委員会告示第１１０号

　警備業法（昭和４７年法律第１１７号。以下「法」という。）第２２条第２項第１号に規定

する警備員指導教育責任者講習（以下「講習」という。）及び警備員指導教育責任者及

び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則（昭和５８年国家公安委員会規則第２号

。以下「講習規則」という。）第６条に規定する講習（以下「追加取得講習」という。

）を次のとおり実施するので、講習規則第２条の規定により公示する。

　　平成23年５月２日

� 福岡県公安委員会　　

１　講習の区分

　　法第２条第１項第３号に係る警備業務

２　講習の種別、期日、時間及び場所
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12 　⑴　法第２２条第２項に規定する警備員指導教育責任者資格者証又は講習規則第７条に

規定する警備員指導教育責任者講習修了証明書（以下「指導教育責任者資格者証等

」という。）の交付を受けていない者に対して行う講習（以下「新規取得講習」と

いう。）

講　習　期　日 講　習　時　間 講　習　場　所

平成２３年６月１６日（木）か
ら同年６月２３日（木）まで
の間

午前９時３０分から午後４時
３５分まで（最終日の講習に
ついては、午後０時１０分ま
でとし、その後午後１時００
分から修了考査を実施する
。）

北九州市門司区小森江三丁
目９番１号
福岡県警察警備員教育セン
ター

　　※　上記表中「講習期日」のうち、福岡県の休日を定める条例（平成元年福岡県条

例第２３号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）につ

いては、休講とする。

　⑵　追加取得講習

講　習　期　日 講　習　時　間 講　習　場　所

平成２３年６月２１日（火）
から同年６月２３日（木）
までの間

午前９時３０分から午後４時
３５分まで（初日の講習は、
午後１時００分から開始し、
最終日の講習については、
午後０時１０分までとし、そ
の後午後１時００分から修了
考査を実施する。）

北九州市門司区小森江三丁
目９番１号
福岡県警察警備員教育セン
ター

３　受講定員

　⑴　新規取得講習

　　　３６名

　⑵　追加取得講習

　　　１０名

４　受講対象者

　⑴　新規取得講習

　　　受講申込時において、次のいずれかに該当する者とする。

　　ア　最近５年間に当該講習の区分に係る警備業務（以下「当該警備業務」という。

）に従事した期間が通算して３年以上である者

　　イ　警備員等の検定等に関する規則（平成１７年国家公安委員会規則第２０号。以下「

検定規則」という。）第４条に規定する１級の検定（当該警備業務の区分に係る

ものに限る。）に係る法第２３条第４項の合格証明書（以下「合格証明書」という

。）の交付を受けている者

　　ウ　検定規則第４条に規定する２級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る

。）に係る合格証明書の交付を受けている警備員であって、当該合格証明書の交

付を受けた後、継続して１年以上当該警備業務の区分に係る警備業務に従事して

いる者

　　エ　検定規則附則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に関する規則（昭和

６１年国家公安委員会規則第５号。以下「旧検定規則」という。）第１条第２項に

規定する当該警備業務に係る１級の検定（以下「旧１級検定」という。）に合格

した者

　　オ　旧検定規則第１条第２項に規定する当該警備業務の区分に係る２級の検定（以

下「旧２級検定」という。）に合格した警備員であって、当該検定に合格した後

、継続して１年以上当該警備業務の区分に係る警備業務に従事している者

　⑵　追加取得講習

　　　受講申込時において、当該講習以外の警備業務の区分に係る指導教育責任者資格

者証等の交付を受けている者であって、前記４⑴アからオまでのいずれかに該当す

る者

５　受講申込手続等

　⑴　受付期間

　　　平成２３年５月３０日（月）から同年６月１日（水）までの午前９時００分から午後５

時００分までの間（正午から午後１時００分までの間を除く。）

　⑵　受付場所

　　　北九州市門司区小森江三丁目９番１号

　　　福岡県警察警備員教育センター

　⑶　必要書類

　　ア　新規取得講習
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13
　　　ア　警備員指導教育責任者講習受講申込書（講習規則別記様式第１号）

　　　　※　同申込書には、押印の上、申込前６月以内に撮影した無帽、無背景の顔写

真を貼付すること。

　　　イ　前記４⑴に掲げる受講対象者のいずれかに該当することを疎明する書面

　　　　ａ　アに該当する者

　　　　　　最近５年間に当該警備業務に従事した期間が３年以上であることを疎明す

る警備業者等が作成する書面（以下「警備業務従事証明書等」という。）及

び履歴書

　　　　ｂ　イに該当する者

　　　　　　合格証明書（１級）の写し

　　　　ｃ　ウに該当する者

　　　　　　合格証明書（２級）の写し及び２級検定に合格した後、継続して１年以上

当該警備業務の区分に係る警備業務に従事していることを疎明する警備業務

従事証明書等

　　　　ｄ　エに該当する者

　　　　　　旧検定規則第８条の規定により交付された旧１級検定に係る検定合格証の

写し

　　　　ｅ　オに該当する者

　　　　　　旧検定規則第８条の規定により交付された旧２級検定に係る検定合格証の

写し及び旧２級検定に合格した後、継続して１年以上当該警備業務の区分に

係る警備業務に従事していることを疎明する警備業務従事証明書等

　　イ　追加取得講習

　　　ア　前記５⑶アに掲げる書面

　　　イ　当該講習以外の警備業務の区分に係る指導教育責任者資格者証等の写し

　⑷　講習受講手数料

　　ア　新規取得講習

　　　　３８,０００円

　　イ　追加取得講習

　　　　１４,０００円

　　※　受講申込時、福岡県領収証紙により納付すること。

　　　　また、納付した手数料については、受講申込みを取り消した場合又は受講しな

かった場合においても返還しない。

　⑸　申込方法等

　　ア　受講を希望する者は、まず前記５⑴の受付期間内に、必ず福岡県警察警備員教

育センターの受付専用電話（０９３（３８１）２６２７）に電話して受講希望の事前申込み

を行い、受付番号を取得すること。ただし、受付期間中であっても定員に達した

ときは、受付を行わないこととする。

　　　※　受付専用電話以外での事前受付は、一切行わない。

　　イ　受付番号を取得した者は、事前申込みを行った当日を含めた２日以内の午前９

時００分から午後５時００分までの間（正午から午後１時００分までの間を除く。）に

、受付場所である福岡県警察警備員教育センターに赴き、受付番号を申告すると

ともに、前記５⑶に掲げる必要書類に受講手数料を添えて受講申込みを行うこと

。

　　ウ　受付番号を取得した場合であっても、事前申込みを行った当日を含めた２日以

内に、受講申込手続を行わなかった者の受付番号及び事前申込みは、無効とする

。

　　エ　受講申込みは、原則として受講希望者本人が行うこと。ただし、やむを得ない

事情等により代理人が行う場合は、受講希望者本人の委任状（本人が署名したも

のに限る。）を持参すること。

６　講習修了証明書の交付等

　⑴　各講習最終日に修了考査を実施する。

　⑵　新規取得講習又は追加取得講習の課程を修了し、かつ、修了考査に合格（８０パー

セント以上の成績を合格とする。）した者に対し、警備員指導教育責任者講習修了

証明書を交付する。

７　その他

　⑴　講習受講の際には、筆記用具及び受講申込み時に交付を受けた講習教本を必ず持

　　参すること。

　　　また、講習の中で実技訓練（救急法、護身術）を行うので、実技訓練実施日にお
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14 　　いては動きやすい服装を用意すること（各受講者への貸与ロッカー有り）。

　⑵　講習に関する問い合わせは、県の休日を除く毎日、午前９時００分から午後５時４５

　　分までの間（正午から午後１時００分までの間を除く。）、福岡県警察本部生活安全

　　総務課警備業係（電話０９２（６４１）4141内線３０３３、３０３４）又は福岡県警察警備員教育セ

　　ンター（電話０９３（３８１）２６２７）に対して行うこと。

　⑶　受講申込書（講習規則別記様式第１号）については、各警察署の生活安全課（生

　　活安全刑事課）又は福岡県警察警備員教育センターにおいて受け取ることができる

　　。

　⑷　福岡県領収証紙については、受付場所である福岡県警察警備員教育センターでは

　　販売していないことから、受講申込みに際しては、事前に購入しておくこと。
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